















































































































































































































































































































1990 1991 1992 1993 1994 合計
保有契約件数 ユ2．ユ鎚，67315，ユ50．305ユ6，309．93ユ6，25一，824ユ6．06ア，6ユ1 一
対前年変化率 一 25 8 C △　　1 32
総苦情件数（a） 17，809 15，955 21，268 17，327 22，43094．789
対前年変化率 ’ △！C 33 △19 29 26
販売関遵書情件数（b） 7，023 5．449 9，445 7，834 12，04441．795
対煎年変化率 ■ △22 73 △ユ7 54 7ユ




1990 1991 1992 1993 1994 合計
苦情件数 449 247 471 420 687 2，274????
対前年変化率 ■ △45 90 △ユユ 64 53
販売関連苦情全体におけるシェア 6 5 5 5 6 5
苦情件数 2，685 2，368 3，867 3，349 4，81617，085????????
対前年変化率 一 △12 63 △13 44 79
販売関連苦情全体におけるシェア 38 43 41 43 40 41
苦情件数 1 一 一 一 501 501??????????
対前年変化率 一 一 一 ’ 一 一
販売関連苦情全体におけるシェア
■ ⊥ 一 一 4 1
苦情件数 2，523 2，055 3，116 2，506 3．49313．693????
対前年変化率 一 △19 52 △20 39
販売関連苦情全体におけるシェァ 36 38 33 32 29
??
（対前年変化率の合計欄は，1990年と1994年の問の変化率）
（出典〕肋卿氏吸127－141より作成。
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が最も多く，対前年増加率では1992年が「最悪」の年となっている。1990年か
ら1994年において，保有契約件数の伸びは32％，販売関連の苦情の伸びはその
2倍以上の72％である。
　前節で述べた3つの契約方式毎に苦情件数をまとめたのが表5である。以下，
それぞれについてみていく。
　（a）乗換契約への苦情
　乗換についての苦情は「プルデンシャル社の保険募集人が乗換の適切な手続
きに従わず，他の会社の保険を乗換させた」というものである。乗換契約自体
が3－4割減少している1992年と1994年に苦情が90％あるいは64％という上昇
率を示しているのは，両隼における不正乗換募集の激しさを示している。
　（b）保険料融通販売への苦情
　保険料融通販売の大半が既契約の契約者配当をめぐるものであることは前述
した。ここで考えられるのは，保険募集人が，既契約の契約者配当額があたか
も確定しているかのような誤解を契約者に与えたケースである。したがって，
実際配当額が設計書上の配当「予想」額を下回れば，契約者は新契約に対し契
約時に想定していた以上の保険料支払いを求められる。これが苦情の原因と
なった。
　表5から分かるとおり，1990年から1994年にかけての販売関違の苦情のうち
4割強が保険料融通販売に関するものである。表2に示したとおり，この方式
による販売が新契約の14％であることを考えると，この比率は際立って高いこ
とが分かる。1992年において保有契約件数は8％増加したが，同年の販売関連
の苦情増加率はその9倍強の増加率を示している。また工994年において前者は
1％減少しているのに対し，後者は54％の増加である。こうした状況は，主に
保険料融通販売に対する苦情増加（1992年は63％増，ユ994年は44％増）による
ところが大きいと考えられる。
146
　　　　　　　　　　米国における生命保険の不正募集について　　　　　　　　　147
　（C）保険料払込不要プランヘの苦情
前述したとおり，この契約方式において配当積立金や一時払保険料を算定す
る際に前提となっている死亡率および利率の実際値と予定値の間に不利差異が
生ずれば，設計書で例示したとおり保険料の支払が不要になることはない。し
たがって，契約者から苦情が出されるのは，保険募集人が，配当および利回り
は保証されているものではなく，販売時に例示された利回りと実際の利回りが
異なる場合保険料の支払が必要になることもあるということを契約者に十分説
明しなかったケース｛6〕である。
　表5のとおり，プルデンシャル社は1993年まで契約方式に対する苦情を把握
していない。1994年の苦情件数（501件）は，販売関連の苦情全体の4％に当
たる。
　（d）不正表示（Misrepresentation）
　プルデンシャル社の苦情分類では，以上3つの契約方式に対するものの他に，
不正表示に対する苦情がある。その件数としては，主に商品内容または保険料
の表示の不正確さに関するものをカウントするが，保険料融通販売への苦惰は
除かれている（7〕。
　不正表示に対する苦情は，販売関連の苦情件数と同様，1991年および1993年
において前年に比べ減少している。販売関連の苦情全体に占めるシェアは，5
年間の平均で33％である。不正表示に対する苦情は，1990年から1994年にかけ
て38％増加しているが，これは同期間におけるプルデンシャル社の保有契約件
数の伸び（32％）を若干上回っている。
注ωB虐1th，J1M　［1985］p，16，Cr纈wford，M．L．＆Beadles．W．T．［1989］p－99，Dorf皿肌M・S・＆
　Ad直1mn，S．W．［1986コp，301参照。
　12〕たとえばニューヨーク州で営業免許をもつ生命保険会社の場合，初隼度手数料は年払保険料の
　55％，継続手数料は第2保険年度から第10保険年度にかけて年払保険料の5％が支払われるのが
　一般的である（Black，K，Jr一＆Skipper，H，Jr［ユ994］p－958（訳書p－730））。
　（3）　灰｛卿，p．84■
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｛4）　五連卿，pp　96－97，
〔5〕　BIack，K，Jr＆Skipper，H．Jr　［ユ994］　p．u2，230　（訳書p臥86－87、ユ81〕．
16〕肋卿，P141，
‘7〕　亙豊μ，p．132．
］V．契約者保護のための措置
　タスクフォースが自ら設定した課題は，次の3つに集約できる。第1が，不
正募集の内容を明らかにすることと，それをめぐって契約者から出されている
苦情の状況を調査・報告することである。前章でみたように，1990年から1994
年の聞において，苦惰件数が保有契約件数の倍以上の増加率となっていた。さ
らに第2の課題は，こうした不正募集によって不利益を受けた契約者を救済す
ることであり，第3の課題は，今後，不正募集が発生するのを防止するため，
適切な募集体制を形成することである。契約者保護という点から見れば，前者
は事後的措置であり，後者は事前的措置といえる。
（1）契約者の救済
タスクフォースとプルデンシャル社は，消費者にとって公平で，規制当局の
同意も得ることができ，またプルデンシャル社に実施可能な救済計画
（Remediation　Program）を共同で策定した｛1〕。具体的な手続きは以下のとおり
である。
　プルデンシャル社は，1983年1月1日年から1995年12月31日に長期生命保険
（終身保険，養老保険等）を購入した全契約者（1，070万件に相当）に通知書
と選択用紙を送付した。プルデンシャル社に対して救済を求める契約者は，次
の2つの救済策のいずれを選ぶかを選択用紙に記入した。
　第1が「基本的救済策」（Basicαaim　Re1ief）である。この申し出を受けた
プルデンシャル杜により，救済を受ける資格があると判断された契約者には2
つのオプションが与えられる。1つ目は，低利率での保険料振替貸付が認めら
れることである。これによって予定利率が達成されないことによる保険料引き
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上げに比較的容易に対応できる。2つ目のオプションは，新規購入に際しての
医的診査を，生命保険については比較的寛大な基準の下で受けられるようにし，
年金については医的診査なしで契約できるというものである。こうした広義の
「販売条件の緩和」により，契約者に便宜を与えようとした。
　第2の救済策は，「代替的紛争処理策」（Alternate　Dispute　Resoluti㎝）であ
る。上述の基本的救済策に満足できない契約者は，プルデンシャル社に対しこ
の処理策の適用を申請する。申請を受理した後，プルデンシャル社はその契約
内容を分析し，不正募集の度合いに応じて4つのランクのいずれかに分類す
る（2〕。
第1ランク・…・・救済なし
第2ランク・…・・上述「基本的救済策」を適用
第3ランク……支払保険料総額から死亡保障費用を控除した残額を返還
第4ランク・…・・支払保険料総額に利息を付した金額を返還
　契約者からの申請をランク付けする際には，保険募集人の苦情歴も参照され
た。たとえば，当該保険募集人が販売実務に関して過去に2件以上の口答また
は文書での苦情を受けたという経歴を宥する場合，救済申請者である契約者は
少なくとも第3ランクに位置づけるものとした。また第4ランクに位置づけら
れるケースとして，①契約書等への契約者または被保険者の署名を保険募集人
自身が不当に行っていた場合，②プルデンシャル社の文書に虚偽の説明
（Misstatement）が存在していた場合，③虚偽の説明を行ったということを保
険募集人自身も認めている場合3〕，が挙げられている。
　以上から，契約者にとって「救済」は，支払保険料総額に利息を付した金額
を上限としていることが確認できる。
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（2）適切な募集体制の形成
　第1に，適切な募集体制の形成のため，次の4つの文書が申込者・契約者に
配布され，彼らにその文書への回答あるいは署名が求められることとなった（4）。
　（a）顧客情報文書（αient　Infomati㎝Form）
　1995年以降保険募集人と申込者は，販売時点において本文書の3つの質問
一一①保険金額をどのようにして決定したか，②その保険種類をなぜ購入する
のか，③保険料の源泉は何か一に答えることを求められた。①および②の質問
は，保険募集人が高額の販売手数料を目当てに，必要以上の保険金額を設定し
たり，申込者の二一ズを無視した保険種類を選択させることを防ぐものである。
また③の質問は，当該新契約が乗換によるものであるか否かを確認することを
目的としている。
　（b）解約返戻金・保険料等説明書（Understandi㎎Policy　Va1ues　and　Pre－
　　　miumS）
　1995年に導入されたこの文書では，契約者配当の額は保証されていないこと，
また保険料払込不要プランは保険契約を「払済」にするものではないことが確
認されている。この文書にも保険募集人と申込者の署名が必要である。
　（C）保険証券交付確認書（Policy　Delivery　Fom）
　この文書も1995年に導入されたが，保険証券交付時に保険募集人と契約者が
署名する。契約者に対’し契約内容を再確認させる内容となっている。
　（d）最終確認書（Letter　of　Understandi㎎）
　保険証券交付時から約45日後，契約者には副社長名での最終確認書が送付さ
れる。その文書は，契約締結を確認し，また何らかのサービスが必要な際プル
デンシャル社に連絡をするよう助言する内容となっている。
　以上の文書は，契約者にとり，情報を入手・了解した上での保険購入
（Info㎜ed　Purchase）に欠かせないものと考えられる。
適切な募集体制形成のための第2の措置として，プルデンシャル杜は1996年
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から1997年にかけて「顧客獲得プログラム」（Client　Acquisition　Program）と
呼ばれる新しい販売方式を導入した。その概要は以下のとおりである（5〕。
　まず保険募集人は，簡単なメモ程度の申込書によって申込者から墓本的な惰
報を収集する。保険募集人は申込者に病歴に関する情報を求めないが，現在の
査定基準からみて妥当と判断する場合は保険料相当額を受け取り，これを本社
に通知する。
　その後，本社からの職員（CaseManager（6〕と呼ばれる）が申込者と面談し，
申込者が保険募集人に提供した惰報を確認する。また新たに病歴に関する情報，
財産状況・生活習慣に関する情報を聴取する。そして，保険募集人による不正
や保険商品に対する申込者の誤解をなくすため契約内容の詳細な説明を行い，
保険料を将来にわたって支払っていく場合の資金源についても確認する。タス
クフォースの調査の結果，プルデンシャル社と保険募集人との意思疎通は脆弱
であることが判明した（7〕。したがって，このように保険募集人以外に本社から
の職員も新契約獲得のプロセスに関与させることにより，不正募集の可能性を
引き下げ，契約継続率の改善，さらに苦情件数の減少を目指している。
　保険証券発行後，保険募集人は契約者に申込書と保険証券交付確認書へ署名
させ，この2つの文書を本社に返送する。その後初めて保険募集人は販売手数
料の支払を受けることができ，ここで顧客獲得プログラムは完了する（8）。
注11〕肋加所Pユ52
｛2〕　児｛榊，p．194．
（3〕他卿，P．20C
て4〕　亙｛卿，PP，21C－211、
（5〕地卿．pp．212－213地卿の公表時点においてプルデンシャル社は，このブログラムを1997年
　第1四半期までに全面実施するとしていた（同，p213）。
16）灰似，P．217
（列　タスクフォースが9つの州（アりゾナ，カリフォルニア、イリノイ．メリーランド，ミネソタ，
　ネバダ，ニュージャージー，オハイオ，ワシントン）でプルデンシャル社の保険募集人283名を
　対象に行った面接調査によると，既契約を解約した上での新契約締給という基本的なものは90％
　の保険募集人が理解していた択新契約締緒後一定期闘内（前述g定義では13ヶ月以内）に既契
　約を解約するといった，比較的複雑な桑換についての認譲率は70％に留まった。また，13％の保
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　険募集人は，保険料払込不要プランについて正確かつ適切に説明することができなかった
　（亙榊，PP．170－171）。
18）その他の契約者保護のための措置として，1995年にプルデンシャル社は2つの企業組織上の改
　革を実施した（R桝、pp．215－216）。第1に，頼客からの苦情を迅遼かつ効果的に処理するため
　「契約者関係部」（Po1icyo舳e・Relati㎝s　Depart皿僅nt）を設置し，全米で5つの地点に400名のス
　タッフを配属した。第2に，適正な新契約募集を組織・監督することを職務とするマーケティン
　グ担当役員（Marketi㎎Practices　O土f雌r）の職位が新設された。
V．むすび一わが国への示唆一
　以上，プルデンシャル社の事例により，米国において1990年代後半に表面化
した不正募集の内容および契約者保護策について検討した。タスクフォースは，
こうした保険募集人の不正行為はプルデンシャル社固宥のものではないと考え
ている。むしろ，高金利を背景に金利感応型保険を例示販売する過程において，
不十分あるいは不正確な情報を用いて契約を乗り換えさせたり，配当が確定し
たものであるかのような印象を見込客に与え，将来保険料の支払いが不要にな
ると信じさせる実務は，米国生命保険業界に広く存在していたとみている（1〕。
本章では，こうした米国での事例が，わが国生命保険業にいかなる示唆を与え
ているかを考察する。
（1）乗換募集および配当の予想に関する規制
　プルデンシャル社の事例で見たとおり，不正募集の核心部分は，乗換募集と
配当の予想に関する問題であった。これらの点についてわが国ではどのような
規制がなされているか？　結論から言えば，今回の保険業法改正で「規制緩
和」の方向が採られたといってよいであろう。すなわち，乗換募集について言
えば，旧法（2〕が既契約を「不当に」消滅させることを禁ずるとしていたのに対
し，新保険業法では，既契約を「不利益となるべき事実を告げずに」消滅させ
ることが禁止された。禁止要件が「不当性」という抽象的なものから，「不利
益となるべき事実の不告知」と限定されたのは評価できる｛3〕。配当の予想につ
いては，旧法｛4〕では全面禁止であったのに対し，改正法｛5〕では，断定的判断を
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示したり，あるいは確実であると誤解させるおそれのある予想が禁じられるこ
ととなった。
　契約の乗換が，ときには契約者の利益に合致すること，また配当の予想が商
品選択時の情報として重要であることを考えれば，こうした「規制緩和」の方
向は好ましいといえる。ただし，これらが不正募集を生み出す誘因となること
は避けなければならない。そのために提案したいのは，プルデンシャル社の
「顧客獲得計画」にみられた，本杜職員の新契約獲得プロセスヘの関与である。
そこで保険募集人が見込客に提供した情報も再確認されることが望ましい。
（2）わが国での契約転換の問題
　新契約手数料が更新手数料に比べ著しく高いことが，保険募集入がときおり
不正乗換募集を行う誘因となっていることは前述した。わが国で多く見られる
契約転換も，予定利率の高い保険（1980年代末には6％強）を予定利率の低い
（現在低いもので1．75％）保険に変えさせることで，資産運用収益の滅少を補
おうという生命保険会社サイドの意向が強く働いているのであ乱
　確かに契約者にとっても，旧契約の責任準備金が転換後の契約の保険料に充
当されるため，新規加入する場合に比べ保険料負担は軽くなるというメリット
がある。しかし予定利率の低い保険に転換すれば，保険料はその分上昇するこ
とも忘れてはならない。また，急激な保険料の増加を望まないのであれば，転
換当初の保険料を従前と同程度のものとし，一定年数経過毎に保険料を増やす
更新型の契約も可能である〔6〕。ただしこの場含更新後の保険料上昇につき，
営業職員の説明が不十分であったり，あるいは説明がまったくなければ，それ
は，本稿で扱った不正募集のユつを構成することになる。
　現在，生命保険会社の戦後初の経営破綻をきっかけとして，解約や保険金額
の減額が行われ，ユ997年度末の保有契約高が前年度末のそれを下回るのは確実
とのことである。戦後の混乱期以降初の減少という（7〕。また一方で，保有契約
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　153
154 早塙吝圧I簡学婁妻377号
高や保険料収入にばらつきが出ており，解約・失効高の対前年伸び率も大手8
社で7％弱から50％弱と様々である。明らかに契約者により会社の選別が行わ
れつつある。こうした状況下では，現在の契約を見直すという契約者の意識も
強まると考えられる。乗換や転換といった契約内容の変更を契約者が「主体的
に」行うための十分な情報提供が，保険募集人あるいは生命保険会社自身に求
められている。
注11｝R桝、P．12
ω　旧「保険募集の取締に関する法律」第16条．
／3〕新「保険業法」第300条1項4号．
　　　また，1996（平成8）年4月1日付の銀行局長通達（蔵銀第500号）では，契約者に不利益と
　　なる事実について3つの具体例を挙げている。
　　　ユ）既契約を消滅させることに伴い，一定金額の金銭を解約控除等として保険契約着が負損す
　　　　る場合があること。
　　　2）特別配当請求権その他の一定期闘の契約継続を条件に発生する配当に関する請求権を失う
　　　　こととなる場合があること。
　　　3）当該既契約に係る被保険者の健康状態の悪化等のため新たな保険契約を締繕できないこと
　　　　となる場合があること也
　14〕旧「保険募集の取締に関する法律」第15条2項．
　1副　新「保険業法」第300条ユ項7号、
　（6〕1995（平成7）年7月21日付朝日新聞朝刊「生保転換，各社が攻勢」
　17〕ユ998（平成10）年3月25日付朝日新聞朝刊「個人保険，7兆円減少」
　18〕ユ997（平成9）年1ユ月28日付朝日新聞朝刊「生保大季8社，業績格差広がる」
　本稿作成に当り，（株）ニッセイ基礎研究所総合研究部・村上博信氏より貴
重な資料を頂戴した。特に記して感謝の意を表したい。
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